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Ⅰ 折れた3本の矢：「理想主義，

リーダーシップ，結束力」

お別れは「蛍の光」の大合唱だった。1月 29

日，欧州議会が離脱協定案を可決すると，議員

は総立ちになってスコットランド民謡を口ずさ

んだ。涙ぐむ残留派の英議員を，そっと抱きし

めたバーレイ副議長はツイッターでつぶやい

た。「とても悲しい日」。

英国は欧州でドイツに次ぐ 2 位の経済大国

だ。すぐに激変緩和の「移行期間」に入ったた

め，EUの加盟国でなくなっても企業や消費者

が困ることはなかったが，3 つの意味で欧州に

は挫折となる。

まず戦後欧州の基本指針となってきた「統合

拡大」がとん挫した。

1952 年に独仏伊ベネルクスの 6 カ国の欧州

石炭鉄鋼共同体で始まった欧州統合は，1973

年に英国，デンマーク，アイルランドに広が

り，80 年代に軍事独裁政権から民主化を成し

遂げた南欧諸国，90 年代以降は共産圏から抜
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英国の離脱で欧州連合（EU）は初めて加盟国を失い，欧州統合が逆回転した。戦後一貫して拡大を続けて

きた EUに失意をもたらし，欧州史に刻まれる政治イベントになったのは間違いない。ただ 2つの点で世界

秩序にも大きな影響を及ぼす。1つは成熟した社会のもとで安定をおう歌し，どちらかといえば「退屈な地

域」と思われていた欧州が政治リスクの震源地になったこと。2つ目は多文化主義と国際協調という理想を掲

げ，倫理観で世界をリードしてきた欧州にすら「自国優先」が忍び寄る危うい事態である。

新型コロナウイルスという新たな危機を抱え込みながら欧州はどこへ向かおうとしているのか。国家は誰の

もので何が目標か。保守的な白人キリスト教社会か，それとも多文化のリベラル社会か。対米・対中関係を含

め，「世界における欧州」はどうなるのか。2010 年代は経済危機（ユーロ危機）の時代だったとすれば

2020年代はアイデンティティー（帰属意識）の危機だと後世の歴史書に刻まれるかもしれない。

2021年には長年にわたって欧州をけん引してきたドイツのメルケル首相が引退し，ブレグジット後の「移

行期間」も終わる。世代交代と政治地図の地殻変動が同時に押し寄せるという歴史的な局面にある欧州の未来

を考察する。



けた中・東欧が加わった。つまり 80 年代以降

は強権政治リスク，戦乱リスクが低くなるたび

に加盟国が増えた。欧州統合は「平和と繁栄の

象徴」だった。

ところが，それほど新しい加盟国でもない英

国が抜け，中・東欧でナショナリズムが燃え広

がる。仲間になったと思ったのに反旗を翻す国

家が相次いだことで EUの拡大戦略は見直しを

余儀なくされ，新規加盟のハードルは格段にあ

がった。しばらくは距離的にも歴史的に近いセ

ルビア，モンテネグロ，アルバニアといったバ

ルカン半島諸国ですら EU参加に四苦八苦する

だろう。

次に自尊心が傷ついた。

多様性と国際協調を重んじる「西洋の価値

観」をベースとする欧州には，非白人に対する

潜在的な優越感を抱えつつ，倫理観で世界を

リードしているという自負があった。ところが

民主主義のお手本とされていた英国がポピュリ

ズムに踊り，「自国優先」に転じた。もはや欧

州は自らを「モデル国家（地域）」と，言えな

い。

そして 3つ目が欧州の弱体化だ。

主要 7 カ国（G7）のうち，独仏伊英の 4 カ

国が EU加盟国。それが束になって外交圧力を

かけたり，紛争の仲介役をこなしたりするのが

強みだったが今後も同じように協力できるか見

通せない。

理想主義，リーダーシップ，そして結束力。

戦後欧州の底流にあった 3本の矢が折れた。世
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界中で強権国家が勢力を伸ばすなかで米国は世

界のリーダー役を果たせず，歯止め役だった欧

州が弱まる。これでは世界の民主主義陣営が危

うい。「もはや開かれた社会，リベラルで民主

的な仕組みが勝てるかどうかわからない」。ド

イツのウルフ元大統領は筆者に危機感を募らせ

た。

壮大な実験といわれる欧州統合は，いまどの

段階にあり，どこへ向かうのか。「計画期」「導

入期」を経ていまは「運用期」にあると私は考

える。だからバグ（副作用）が噴出し，その後

始末に追われる。

第 1期の「計画期」は理想に燃えて欧州統合

を練りあげた時代。戦火を体験した独首相の

シュミットやコール，仏大統領ミッテランら戦

前世代が策を練り，工程表を敷いた。

第 2期の「導入期」は理想が現実になった段

階。通貨ユーロの流通やシェンゲン（国境検問

廃止）協定，それに大学の域内留学を容易にす

るボローニャ協定などで国の垣根が溶けた。

そして第 3期の「運用期」で，さまざまな仕

組みが深く浸透し，ヒト・モノ・カネの自由な

移動が定着する一方，副作用も明らかになっ

た。債務危機では小国ギリシャの信用不安が

ユーロ圏全体を巻き込み，難民危機では大勢の

難民・移民がギリシャからバルカン半島を通っ

てドイツになだれ込んだ。足元のコロナ禍もイ

タリアやオーストリアの山岳リゾートを訪れて

いたスキー客が欧州各地にウイルスを持ち帰っ

たことが一因とされる。だから危機が起きるた

びにボーダー（国境）を閉じろ，という議論が

出てきて統合が揺れる。

2019 年 7／8 月号の本誌で私は戦後欧州史を

冷戦（終戦〜1989 年），ポスト冷戦（1990〜2008

年），クライシス時代（2009 年〜現在）の 3 つ

に分けた。欧州統合の計画期，導入期，運用期

はこの 3 分類にそれぞれ重なる。「運用期=ク

ライシス時代」となったのは，前述したような

副作用があちこちで噴出しているからにほかな

らない。

戦後 70 年余にわたって積み上げてきた実績

を無駄にしないためにも EU に残留する 27 カ

国は歪みをひとつひとつ丁寧にとりのぞくしか

ない。つまり財政，社会保障，医療システム，

安全保障，外交，環境などで地道に政策をすり

合わせ，統合を深める道である。

2012 年秋，筆者がドイツの政府専用機に同

乗して密着取材した時のことだった。「（英国を

除いて）ユーロ圏だけで議会を作りたい」。赤

ワインでほろ酔い加減になったショイブレ前独

財務相が機内の狭い会議室で思わずこぼし

た1)。だが今後は「欧州懐疑的な英国が邪魔す

るから統合が進まない」という言い訳は通じな

い。

運命共同体になる覚悟がない「弱い欧州」で

は心もとない。米国は頼りにならず，力の空白

を中ロなどの強権国家が埋める。第 2 次大戦

後，欧州は長い時間をかけて夢のような計画を

実現した。いまは統合にかける欧州流の粘り強

い意志に期待するしかない。

Ⅱ 欧州政治の世代交代：

「ポスト・メルケル」時代

「欧州の司令塔はフランスか英国だ。ドイツ

がやりたいと言ってはいけない」。1962 年 8

月，アデナウアー西独首相は閣議で戒めた。ド

イツ連邦公文書館にねむる議事録をひもとけば

ナチスへの反省から国際的な秩序作りは英仏に

任せるという当時の基本思想が浮き彫りにな
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る。

ところがギリシャ不安，難民流入，ブレグ

ジット，コロナ拡大とクライシスが連鎖するな

かで明らかになったのは戦勝国の英国が沈み，

敗戦国ドイツの影響力が強まるという欧州の実

像だ。これは欧州の戦後秩序が完全に終わり，

重心が西から東へ大きく移ったことを意味す

る。それゆえ欧州の未来を占うにはドイツの将

来を分析することが欠かせない。

ひとまず 2021 年秋の議会選までメルケル首

相は安泰だ。「難民危機を招いて人気がなく

なった」「2021 年の任期満了を待たずして辞任

する」「大連立政権が崩壊し，前倒し選挙にな

る」。そんな報道が乱れ飛んだこともあるが，

自らが属する保守系与党キリスト教民主同盟

（CDU）の「メルケルおろし」を封じ込め，任期

満了まで政権を維持できる余力を取り戻した。

手堅い政策手腕はマンネリと表裏一体でドイ

ツ社会には「長期政権への飽き」もある。それ

でもメルケル首相が復活した理由はいくつかあ

る。

国内では極右・ドイツのための選択肢（AfD）

がじわりと党勢を伸ばし，国外では米国のトラ

ンプ大統領や英国のジョンソン首相らポピュリ

ストが跋扈する。ドイツ社会はメルケル首相の

手堅さに安心感をみいだす。

首相のリベラル路線を，なお多くの国民が支

持する。仮に党内の反主流派がメルケル首相を

引きずりおろせば右寄りの有権者は拍手喝采す

るが，リベラル色の濃い若者や都市部の住民が

離れ，党勢が失速しかねない。だから「メルケ

ルおろし」が起きにくい。

人気が低迷する連立相手の社会民主党（SPD）

にとってもメルケル政権の延命は好都合だ。仮

に政権瓦解となれば，解散・総選挙となり，

SPDが惨敗する恐れがある。

3 月以降，急速に広がった新型コロナウイル

スが追い風になっている面もある。

「みなさん，事態は深刻だと思ってください。

（1990 年の）東西ドイツ再統一以来の試練どこ

ろではありません。戦後最大の難局です」。メ

ルケル首相は 3 月 18 日，感染者数が 1 万人に

迫るとテレビ演説に臨み，外出制限や小売店の

営業停止などに踏み切った。当のメルケル氏自

身も接触した医師がコロナ陽性と判明し，一時

的に自宅に隔離されることになったが有権者は

陣頭指揮をとる姿勢を「よくやっている」と評

価。政権批判にはつながっていない。

公共放送ARDの 4 月初旬の世論調査による

とメルケル首相に「満足している」と考える有

権者は 64％に達し，3 月時点より 11 ポイント

も上昇。CDU の支持率も 34％と 7 ポイント上

積みされ，久しぶりに 3割台を回復した。国家

が危機モードだからメディアへの露出度が多い

与党に有利に働く。

波状攻撃のように何回かにわたってピークが

訪れるとされるコロナ禍がいつまで続くか見通

せないが，本稿が出版されるころにはひとまず

第一波はピークアウトしていると信じたい。た

だ小康状態になってもメルケル首相の立場は揺

らがない。今年 7〜12 月はドイツが EU 議長

国。外交が得意なメルケル氏は欧州を切り盛り

して脚光を浴びるだろう。9 月にはドイツで

EU 27 カ国首脳が中国の習近平
シー･ジンピン

国家主席と会

う。嫌中感情は高まっているものの，新型コロ

ナを抑え込んだことを祝うことができるかもし

れない。

焦点は 2021 年のドイツ政治だ。春に議会選

の準備が始まり，首都ベルリンは選挙モードに

入る。21 年秋の任期満了で首相から退くこと
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を表明しているメルケル首相にとって EUの議

長役が実質的な引退の花道。その後は「ポス

ト・メルケル」を巡る熾烈な争いが勃発する。

注目すべきポイントは 2つある。

1 つは CDU のトップ選び。メルケル氏が後

継に推していたクランプカレンバウアー現党首

はカリスマ性がなく，統率力も不足した結果，

党内をまとめられず，失脚した。いまは実質的

に「党首不在」。そのポストにはまるのはだれ

か。

首相に近い党内リベラル派のラシェット副党

首が最有力で，メルケル氏と折り合いの悪い守

旧派のメルツ元院内総務が追う展開。ラシェッ

ト氏は CDU 党員の大票田であるノルトライ

ン・ウェストファーレン州の首相を務めている

うえ，現党執行部という強みもある。党内リベ

ラル派なので次の選挙でライバルとなる緑の党

に支持者が流れるのを防ぐこともできる。

老練なメルツ元院内総務は旧東独などの保守

層に人気がある。「メルツ党首」で党が右旋回

すれば，極右・ドイツのための選択肢（AfD）

から若干，票を奪えるものの，若者を中心とす

るリベラル層が逃げ出し，第一党の座すら危う

くなる，との見立ては CDU 内に広く浸透す

る。やや傲慢な性格を嫌う党員も多い。

もともと CDU は 4 月の臨時党大会で新党首

を選ぶ予定だったが，新型コロナの余波で先送

りした。足元はコロナ対策に奔走して，夏以降

は EU議長国となるドイツ。当面は政争のドタ

バタ劇を避けたいという心理が働くため，仕切

り直しの党首選は 12 月になるだろう。

ドイツ政治の 2つ目の注目点は野党・緑の党

がどこまで伸びるか。いまは第 2 党（支持率

22％）だが，CDU との差を縮めれば「緑の党

+社民党+左派党」の左派リベラル連合が過半

を制し，ハーベック党首が首相になるチャンス

がある。

つまり現時点で次期首相になる蓋然性が高い

のは，CDU のラシェット副党首か緑の党の

ハーベック党首。連立与党の組み合わせでいえ

ば，保守リベラルの「CDU+緑の党」か，左

派リベラルの「緑の党+社民党+左派党」のど

ちらかだろう。

ここからドイツ，そして欧州の未来について

いくつかのことが読み取れる。

まず「ポスト・メルケル」でドイツが欧州懐

疑的になるリスクは極めて小さいこと。旧東独

地域を中心に極右 AfD が浸透するが，幸いド

イツ政治の方向性を決定づけるほどではない。

ナショナリズムがはびこる英国や，極右・同盟

が首相ポストをうかがうイタリアのような政治

リスクの震源地にドイツがなる恐れはいまのと

ころない。

次に「環境」および「持続可能性」が政策の

軸になること。緑の党が CDU のジュニアパー

トナー，もしくは第一党として与党入りする可

能性が高いうえ，社会のグリーン意識の高まり

を政治は無視できない。フォンデアライエン欧

州委員長，マクロン仏大統領と独新首相が足並

みをそろえやすいのも，この分野となるだろ

う。企業はますます社会的責任（CSR）を求め

られるようになる。

メルケル首相の引退は，欧州政治の世代交代

の象徴だといえる。欧州統合の礎を築いたシュ

ミット，コールの元首相らは鬼籍に入り，老練

なユンケル元欧州委員長や欧州中央銀行（ECB）

のドラギ前総裁，ショイブレ前財務相も一線を

退いた。戦後欧州の「冷戦」や「ポスト冷戦」，

あるいは欧州統合の「計画期」や「導入期」を

肌で知る政治家はほぼ姿を消す。
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30 歳代のフィンランドのマリン首相やオー

ストリアのクルツ首相はもとより，「ポスト･メ

ルケル時代」でリーダー役となるべきラシェッ

ト CDU 副党首，緑の党のハーベック党首，

フォンデアライエン欧州委員長，マクロン仏大

統領らは「欧州統合」があたりまえの時代に政

界入りした。欧州政界は「古い欧州」から「新

しい欧州」に脱皮する。

環境のほか，女性活用や LGBT など性的少

数者の権利向上などリベラル化の動きがさらに

加速する。「自由な空気」を支持する若者や都

市部の住民と，それを面白く思わないナショナ

リストとの分断が深まるものの，時代の流れは

とめられない。「西洋（West）の価値観」とい

えば民主主義や法治国家だったが，今度は CSR

や「飛び恥」，「肉食回避」のようなものまで入っ

てくるだろう。捕鯨や死刑制度，女性活用の遅

れなどで「古い日本」に対する視線は厳しくな

る。

国家は誰のもので何が目標か。保守的な白人

キリスト教社会か，それとも多文化のリベラル

社会か。最近の欧州はこの問いに揺れた。自ら

のアイデンティティーを失うことに足がすくん

だからだ。しかし，もはや「白人キリスト教社

会」に時計の針を戻すことは現実的ではない

し，そもそも多くの欧州市民が保守回帰を望ん

でいない。「ポスト・メルケル」の世代はリベ

ラル色の濃い新しいアイデンティティーを作り

上げていくことになる。

政治的にみれば「第 2の英国」のような離脱

ドミノはない。強権姿勢で EUと衝突を繰り返

すポーランドで 8割超，ハンガリーですら 6割

の国民が「EU 市民だと実感する」という2)。

コロナ禍で経済が傷んだイタリアやスペインが

財政規律を緩めることを訴え，それを黙認しな

がらも行き過ぎた大盤振る舞いを警戒するドイ

ツやオランダという構図は変わらないが，英国

が反面教師となった。欧州統合が壊れることは

なく，「仲介役の英国が抜け，独仏に亀裂が入

る」という指摘も正しくない。

時期でみればポスト・メルケルの欧州政治が

本格的に動き始めるのは 2023 年になる。ドイ

ツの次期政権が稼働する 2022 年春に今度はフ

ランスが大統領選を迎える。マクロン氏の再選

は固いとみられているが，独新首相と腹を割っ

て話すまで半年から 1年は必要だろう。となる

と，次に独仏の歯車がかみあうのは早くて 22

年秋になる。ここ数年は足踏みをする EUに悲

観的にならず，変わる欧州社会の先行きに目を

凝らすタイミングだ。

Ⅲ ポピュリズムに負けた英国：

「モデル国家」の凋落

「偉業を盛大に祝いたい」。離脱直前の 1 月

29 日，ジョンソン英首相は EU との決別を喜

んでみせた。米国に続いて英国もポピュリズム

（大衆迎合主義）の波にのまれた。みえてくる

のは「民主主義国家のモデル」とされた英国の

凋落
ちょうらく

である。

人種差別，女性蔑視，イスラム教敵視──。

離脱劇をけん引したのは奔放な言動で批判を浴

びてきたジョンソン首相だ。品格を問題視せ

ず，恥も外聞もなくトップに選んだのは 16 万

人の保守党員。「偉大な英国」の郷愁に浸り，

英国の未来をポピュリストに託す。もっとも高

齢・白人が多い保守党員だけに責任があるので

はない。英社会で「ジョンソン首相」あるいは

「ブレグジット」への抵抗感が薄れたことが，

最終的にEU離脱につながった。
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2016 年から続く政治迷走に飽いた国民のあ

いだには「どんな形であれ決着してほしい」と

いう空気が広がっていた。英経済界や金融関係

者にも罪がある。ブレグジットを阻む最後の

チャンスは 2019 年 12 月の総選挙だったが，保

守党が負けて主要産業の国有化を探る労働党の

コービン党首が首相になることを恐れた。「左

派政権よりブレグジットのほうがまし」と，

ジョンソン支持に回った。

目先のことしか考えていなかったと言わざる

を得ない。産業が国有化されても英政治の風向

きが変わればいつでも再民営化できる。だが

EUから抜ければ後戻りは難しい。再加入には

全加盟国の合意など高い壁が待ち受ける。

植民地はほとんど独立し，単独での生き残り

が難しくなかったからこそ欧州統合に加わった

はずなのに，自らの力を過信してブレグジット

という愚策に突き進んだ。英連邦を糾合し，英

国に有利な経済システムにする──。離脱派の

構想は壮大だが，ロンドンの号令一下，すんな

りカナダやインドが動くわけがない。ジョンソ

ン英首相は EU との自由貿易協定（FTA）を

20 年末までにまとめるつもりだが，そんなス

ピード交渉ができるのかも疑問だ。そもそもコ

ロナの感染拡大で交渉はまったく進んでおら

ず，激変緩和の「移行期間」の先延ばしは避け

られない。将来は低税率で世界のマネーを呼び

込んで「テムズ川のシンガポール」になればい

い，との声もあるが，それも危うい。中国やロ

シアなど強権政治に配慮して露命をつなぐ「弱
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い国家」への没落を招きかねない。

心もとないのは国家の統一性すら保てるかわ

からないことだ。英国の正式名称はグレートブ

リテン及び北アイルランド連合王国だが，ブレ

グジットを招いたナショナリズムが全土で燃え

盛っているわけではない。離脱論をけん引した

のはグレートブリテン島南部のイングランド地

方だ。つまり今回のナショナリズムは英全土を

示す「ブリティッシュ（British）」ではなく，

「イングリッシュ（English）」のものにすぎな

い。

この結果，2019 年 12 月の英議会選でスコッ

トランド地方では，英国からの独立と EU加盟

を探るスコットランド民族党が圧勝した。英領

北アイルランドでは地続きの EU加盟国アイル

ランドとの統合構想がくすぶる。ブレグジット

で栄えるどころか国家解体の足音が忍び寄る。

英国の長期ビジョンは EU 以上に見えず，

「ミドルパワー」の座すら危うい。はっきりし

ているのは，英国が「ルールを作る国」から

「ルールに従う国」に転落したことだ。個人情

報保護や環境対策など EU発の国際ルールは多

いが，英国は今後，仕組み作りに参加できなく

なる。離脱の弊害は経済面だけでなく，「世界

への影響力」が落ちることだ。

「将来は国連の五大国から外されるかもしれ

ない」と，ある非 EU加盟国で対英政策を担う

外交官は取材に語った。フランスは EUの代表

として国連安全保障理事会の常任理事国であり

続けるが，長期的にみれば英国は瀬戸際に立た

されるとみる。

「自分の国がなさけない」。EU残留派だった

自由民主党のイリーナ・フォン・ヴィーゼ元欧

州議会議員は憤懣やるかたない3)。行き場を失っ

て将来は EUに復帰するとの希望的観測はある

が，今後 5〜10 年は現実的な選択肢ではないだ

ろう。合理的で分別のある英国流の判断は姿を

消した。あるのは活路があるとは思えないのに

「国家の独立」にこだわる偏狭なプライドだ。

結局のところ世界のグローバル化をけん引し

ているようにみえた英社会は，大都市ロンドン

を除けば保守的で反動的だったということだ。

底流には常に欧州懐疑論があり，階級・地域・

所得という 3つの格差も深く根を張る。そのツ

ケが回ってきているようにみえる。

英国は日本にとって二大政党制，欧州にとっ

ても安定した民主主義の手本だった。だが英社

会はポピュリストの首相と「自国優先」のブレ

グジットを許し，英国はモデル国家から政治リ

スクの震源地に転化した。

自らの自己中心的な世界観を揶
や

揄
ゆ

する古い英

国流ユーモアがある。「ドーバー海峡に霧が発

生。欧州大陸は切り離された」。むかしから孤

立したのは英国ではなく，欧州大陸だと読む英

国。いま先行きは五里霧中である。

Ⅳ 「戦略的忍耐」と世界のなかの欧州

コロナ禍のなかでも傍若無人な米国と，野心

を隠さぬ中国との軋轢が目立つ。米中対立は欧

州にとって人ごとではない。2G に欧州はどう

向き合うのか。世界のなかでの立ち位置はどう

するのか。

のらりくらりとやり過ごす「戦略的な忍耐が

必要だ」とドイツの外交担当の与党幹部は語

る。今秋の米大統領選で再選されたとしてもト

ランプ大統領の残り任期は 4年あまり。それま

では米国の要求を適当に受け流す──。それが

いまの対米政策だという。

火ダネには事欠かない。次世代通信規格 5G，
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ロシア産天然ガスをドイツに送るパイプライン

建設計画「ノルドストリーム 2」，米国の IT（情

報技術）大手を標的にした「デジタル課税」。

いずれも中止せよと米国は求めるが，欧州はど

こ吹く風。ことさら対立をあおらないようには

心掛けているものの，対米追従の気配はない。

様々な手段で同盟国を脅すトランプ政権に不

信感が募り，どんどん米国から心が離れてい

る。すでに潮目は変わった。水面下では通商だ

けでなく，エネルギーや外交，安全保障に至る

まであらゆる分野で対米関係を再検証する動き

が広がる。EUは環境や人権尊重といった倫理

観で世界をリードしようとするため，トランプ

政権が続く限り，対米関係は改善しない。

一方で欧州は価値観のあわぬ中国への警戒感

も強める。企業は中国市場を意識するが，外交

では距離を置く政冷経熱だ。「中国市場を軽ん

じることはできず，ビジネスが急にしぼむこと

はない。だが中国企業によるドイツ企業の買収

攻勢などで警戒感が高まったところに今回のコ

ロナ騒ぎがおきた。注意深くなった，と思う」。

独経済界の知日派で老舗プライベートバンク，

独バンクハウス・メッツラーの共同経営者のゲ

アハルト・ヴィースホイ氏はドイツ企業の深層

心理を説明する。

米国と中国という大国に対抗するにはどうし

たらいいのか。欧州が自ら秩序作りに乗り出す

しかない。「欧州は傍観者であってはいけな

い」。EU で唯一の核保有国となったフランス

のマクロン大統領は 2月，周辺国に核抑止力で

の協力を呼びかけた4)。

振り返れば欧州にとって，EU とは中国，ロ

シア，米国と対等に渡り合うための枠組みであ

り，通貨ユーロは基軸通貨ドルに並ぶという野

心を秘めた試みだった。皮肉にも世界が不安定

になったから，それを再発見した。

問題は「自信」がないことだ。イラン，シリ

ア，リビア……。中東和平にも口を出すが，い

ずれも及び腰。国際秩序を仕切る心構えができ

ていない。英国が力を失い，米国が変質するな

かで「世界のなかの EU」の覚悟を固めること

が，2020 年代の課題となる。

ひるがえって日本はどうか。米国依存を減ら

すべきか，減らすなら国家の立ち位置をどこに

みいだすのか。議論すらないのは気がかりだ。

先行きが見えぬが，少なくともヨーロッパは新

時代に船をこぎだす。出航すらためらうようで

は日本の将来は暗い。

［注］

1）ドイツ政府は複数の専用機を保有しており，大統領・首相・

重要閣僚が外遊の際に使う。機内の先頭部分には執務室と会

議室を兼ねた個室があり，記者団と杯を傾けることも多い。

2）欧州委員会の世論調査（2019 年 6 月）：Standard Euroba-

rometer 91, Die öffentliche Meinung in der Europäischen

Union

3）ドイツ貴族出身のイリーナ・フォン・ヴィーゼ氏は英国に

移住後，ロンドンから 2019 年の欧州議会選に自由民主党か

ら出馬して当選。英離脱の 2020 年 1 月で失職した。

4）「マクロン氏，核抑止力で欧州に関係強化呼びかけ」，日本

経済新聞電子版，2020 年 2 月 8 日
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